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平成24年度定期監査の結果に基づいた改善措置等の状況について
　佐渡市監査委員は、平成 24年度に実施した定期監査の結果を受けて、市長から改善措置等を講じた旨
の通知を受けましたので、次のとおりその内容をお知らせします。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　佐渡市監査委員　清水一次
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　佐渡市監査委員　根岸勇雄

指摘事項 改善措置等の状況

⑴業務委託に係る随意契約について
　地方公共団体の事務処理は、地方自治法第２条第 14項において「地
方公共団体は、その事務を処理するに当たっては、住民の福祉の増
進に努めるとともに、最小の経費で最大の効果を挙げるようにしな
ければならない。」と規定されている。予算執行に当たっては、限ら
れた予算をいかに効果的・効率的に活用すべきか常に考える必要が
ある。執行手続きの一つが契約行為である。
　地方公共団体の契約は、競争入札が原則であり、随意契約は例外
的な方法である。随意契約とすべき理由、業者選定の理由、契約金
額等その手続きにあっては、公平性・透明性・経済性等が客観的に
担保されなければならない。
　今回の監査では、財務規則等に示された手続がなされていない事
例が多数見受けられた。「随意契約とは何か」を担当者が十分に理解
し、事務を執行しているとは言い難い現状であると考えられる。特
に１者のみを特定し契約している場合については、それが唯一の相
手方なのか、契約金額に妥当性があるのかを客観的に検証していく
必要があると思われる。
　市における契約事務処理に関しては、現在、財務課契約検査室を
中心とした大きな組織的流れが定着しているが、その内容は工事に
関する契約が主体であり、それ以外の多くの契約処理は各課にゆだ
ねられている。今回の結果をみる限り、残念ながら契約処理の基本
が各課に十分に浸透しているとは言い難い。
　契約は、予算執行の基本となるものであり、職員一人ひとりが共
通の認識のもと法令等に則り適正に処理しなければならない。その
ためにも、効果的効率的に事務処理ができるような事務処理マニュ
アルの作成や基本書式の統一、研さんのための職員研修の実施等全
庁を挙げた組織的な取組を検討されたい。
　また、決裁権限について、佐渡市事務決裁規程における「契約の
締結事務」の決裁責任者と、財務規則別表第１における「専決区分」
との間で、解釈によって担当者が判断に苦慮する場合が生じること
から、文言等の見直しを図られたい。

　業務委託に係る随意契約について、
定期監査における指摘事項を中心に、
契約検査室から全庁への指導として
３月から４月にかけて説明会とグ
ループウェア掲示板での周知を重ね
ました。（説明会３回、掲示板５回）
　監査の指摘を受けた各課の改善意
識も高く、この期間中は非常に多く
の担当者から問い合わせを受け、個
別指導も重ねてきました。
　また、契約保証金の徴収について
財務規則第 145 条第５項を改訂し、
規則と実体の整合性を図りました。
（財務課契約検査室）

守ろう！電波のルール
 ６月１日から 10日は、電波利用環境保護周知啓発強化期間です。私たちみんなの財産である電波の良好
な利用環境を守るため、不法無線局をなくし、電波を正しく使いましょう。
　電波に関することは、総務省信越総合通信局までお気軽にご相談ください（無料）。
お問い合わせ　総務省　信越総合通信局
　★無線設備への混信・妨害および違法な無線設備の情報に関すること
　　　監視調査課　　　☎０２６－２３４－９９７６
　★テレビ・ラジオなど放送の受信障害に関すること
　　　受信障害対策官　☎０２６－２３４－９９９１


